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 東京都等では緊急事態措置が行われているにも関わらず、人流や人と人との接触が低減されず、感染の爆
発的な増加が進み、医療の逼迫が日々深刻化している。

 東京都では、40-50歳台を中心として感染者が急増し、それに伴い重症者も増加したため、通常医療を犠
牲にしながら増床してきた医療機関や宿泊療養施設のベッドもすでに次々と急速に埋まってきている。さらに、
自宅療養者も急増し、入院調整が極めて困難になってきている。救える命が救えなくなるような状況にもなり
始めている。

 病床の確保数は、東京都では、昨年7月に比べて２倍、年末年始と比べて1.6倍に増加しているが、救え
る命が救えなくなる危機的な状況を回避するために医療提供体制や検査体制等のさらなる強化・効率化が
求められる。

 同時に、感染の急激な拡大に歯止めをかけるため、人と人との接触の機会を短期間に低減することが求めら
れる。若年層のみならず、中壮年層でも同様に外出していることが多い。ワクチン接種を終えておらず、重症
化のリスクも高い、このような年齢層も含めて、ワクチン接種の加速とともに、人出を削減することが重要であ
る。そのため、２週間の集中的な対策の強化により、昼夜を問わず、東京都における人流を今回の緊急事
態措置開始直前の７月前半の約５割にする必要がある。

 現下の感染爆発とも言える状況は、自治体だけではコントロールが困難である。災害医療との考えの下、国
が自治体と協力して、未だかつてない強力なウイルスに対処するために、前例にとらわれず思い切った対策を
行う必要がある。

 今後、ワクチン接種が進む中で、その感染状況に応じ、ワクチンと検査を組み合わせた方法などの様々な工
夫を講じることで社会経済活動の規制を緩和し、日常生活が回復するものと考える。本分科会としても、そ
のような社会に向けた考え方をなるべく近いうちに発表する予定であるが、現在は、現下の感染拡大を早期
に食い止めることに注力すべきである。

 この２週間に社会全体が昨年の第１回の緊急事態宣言時と同様の強い危機感を共有して、この難局を
乗り越えたい。

[Ⅰ] はじめに
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（１）国民にこの２週間、今まで以上に感染防止策に協力して頂くために、国や自治体を含めた関係者は、これまでの対
策の継続・強化に加えて、以下の対策を徹底的に進めて頂きたい。
【医療逼迫及び人流の監視】
〇 指標として、従来の指標に加えて、

①入院調整中の人数及び自宅療養者数、宿泊療養者数等 ②昼夜の人流
を見ながら対策を進めること。

【災害医療との考えの下での医療提供体制の更なる強化】
〇 これまで新型コロナウイルス感染症に関わってこなかった医療従事者や医療機関がそれぞれの果たすべき役割を認識の

上で、新型コロナウイルス感染症の対策に携わること。そのために、国及び自治体は、強いリーダーシップを発揮して医療
機関や医療従事者に協力を求めること。

〇 国及び都道府県はリーダーシップを発揮して、災害医療の考えの下で必要な医療人材を全国から確保すること。また、
都道府県は医療機能を強化した宿泊療養施設を早急に増設するとともに、自宅療養者への健康観察や必要な療養の
体制を確保すること。

〇 診療所の医師は、検査陽性者を確認した際には、保健所の判断が無くとも、さらにその家族等の濃厚な接触の可能性
のある者に検査を促すこと。さらに、保健所の連絡を待たず、必要な治療や保健指導を行うこと。

【検査の更なる促進】
〇 自治体は、学校、職場、保育園等において、体調が少しでも悪い場合には気軽に抗原定性検査やPCR検査を受けられ

るよう促すこと。検査陽性者を確認した際には、医師や健康管理者は、保健所の判断が無くても、さらに濃厚な接触の
可能性のある者に検査を促すこと。

【保健所の業務軽減】
〇 保健所における入院調整の目詰まりを防止するため、都道府県は、保健所から都道府県調整本部への入院調整の連

携の強化を進めること。都道府県調整本部・保健所・救急搬送機関の役割分担を再確認し、具体的な保健所の負担
軽減策の一環として、例えば、PCR陽性者から夜間に119番架電があった場合には、救急搬送機関は保健所の判断
を要請せず、都道府県調整本部に連絡し、都道府県調整本部の入院判断・入院先調整にしたがって搬送するなどの取
り組みを進めること。
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[Ⅱ] 緊急事態措置地域において更に行うべき対策
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（2) 国民は現在の対策に加えて人流及び接触機会を低減する以下の対策を是非とも進めて頂きたい。
【デルタ株の感染性と感染防止策】
〇 デルタ株の感染性はアルファ株と比して1.5倍と考えられ、感染拡大が生じやすくなっている。しかしながら、主な感染様

式としては引き続きマイクロ飛沫感染や飛沫感染である。
〇 これまでのクラスターの疫学的な分析、感染した人と感染しなかった人との間でのリスク行動の差の分析、クラスター発

生事例を参考にしたシミュレーションなどの結果、デルタ株の出現後においても、感染拡大リスクが高い場面は依然として
以下の場面である。
① 普段から一緒にいない人（同居家族以外等）との飲食や会合。
② 長時間・大人数が集まる場面。
③ 混雑した場所及び時間帯。
④ 休憩室や喫煙所、更衣室でのマスクを外した会話。

〇 したがって、前述の人流の５割削減を達成するにあたっては、買い物など外出機会の半減などとともに、以下のようなよ
り感染リスクの高い場面への人流を減らす対策が必要である。
・百貨店の地下の食料品売り場（いわゆる「デパ地下」）やショッピングモール等の売り場への人出を強力に抑制するこ
と。
・テレワークの更なる強化（特に、基礎疾患のある者や妊娠している者）。
・外出をなるべくせず、外出する場合には上述の感染リスクが高い場面を徹底的に避けること。感染密度の高い地域から
その他の地域へ感染が拡大しないように、県境を越える移動について、この集中対策の期間中は、慎重に検討して頂き、
できれば控えること。

〇 一方、以下のようなクラスターの発生が少なく、感染リスクが比較的低く保つことができるイベントや施設は、感染防止
策を徹底した上で利用可能である。
・観客が声を出さないコンサートや演劇
・映画館
・公園
・図書館や美術館等の社会教育施設
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[Ⅱ] 緊急事態措置地域において更に行うべき対策（続き）
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令和3年8月11日新型コロナウイルス感染症対策
アドバイザリーボード資料抜粋

9



令和3年7月7日新型コロナウイルス感染症対策
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令和3年7月7日新型コロナウイルス感染症対策
アドバイザリーボード資料抜粋
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AI等シミュレーション開発事業

評価結果

•会社間で飲食 (A) 1.00倍
•会社内で飲食 (B) 0.83倍
•部署内で飲食 (C) 0.76倍
•部署内で飲食4名制限(D) 0.74倍
•部署内で飲食4名制限時短 (E) 0.70倍

１．マルチエージェントモデル等のシミュレーション 繁華街での感染防止策

時短をした飲食店での同伴者を部署内に限定すると、0.7倍まで感染者を抑制する効果がある。

繁華街での感染者発生と飲食・接客対策の影響比較

 繁華街での居酒屋、ナイトスポットが感染拡大へ与える影響を個体ベースシミュレーションで評価
（クラスター発生事例を参考に、10000人の街のモデルを構築し、感染者拡大リスクを評価）

会社間（自社＋他社）の人たちと飲食をした場合に比べて、
自社内の人に限定すると0.83倍、部署内に限定すると0.76
倍まで、感染者数は減少する。

時短をした居酒屋で部署内に限定した飲食をすると、0.70倍
まで感染者数は減少する。

飲食の範囲を限定することは、ある程度効果がある。

A B C D E

提供：筑波大学
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地域別・5例以上の陽性者数の報告があった百貨店店舗数
8/2～8/9
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東京

百貨店店舗数

7月から集計できたものを
合わせると陽性者数が報
告100例以上の店舗が2店
舗、20例以上100例未満
が少なくとも3店舗あった。
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※WEB上の発表資料より算出



階別の症例数と店舗数

• 8月2日から9日に48百貨店から報告された陽性者225例
のうち、地下階での発症例は75例(33.3%)であった。
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一店舗当たりの陽性者数とフロア別の報告割合

地下 1階 2~5階 6階～屋上

• 一店舗当たりの報告者数を1例、2～3例、5例以上の３
群に分け、同一店舗でで少なくとも1名の勤務場所とし
て報告された階(フロア)の割合（％）をグラフ化した。

地下階
33%
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※WEB上の発表資料より算出
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データは民間検査会社（7社）のL452R-PCRスクリーニング検査の結果を用いた。6月6日以前は原則的に各社のSARS-CoV-2陽性検体は全てN501Y-PCR検査が実施さ
れ、N501Y陰性検体についてL452Rスクリーニング検査が実施された。 6月7日以降N501Y-PCRスクリーニングはL452R-PCRスクリーニングに切り替えられ、原則各社
のSARS-CoV-2陽性検体は全てL452R-PCR検査が実施された。図中の値はL452R変異ウイルスの感染・伝播性（transmissibility）が従来流行していたウイルス
（N501Y変異ウイルス等）のそれに比べてどれだけ増加したかを表し、観察期間中のN501Y変異ウイルスの実効再生産数が1であるという想定の下に算出した推定
値である。推定値には不確実性があり（図には95％信頼区間を示す）、今後、スクリーニング件数が増えることで値が変化する可能性がある。推定に用いた方法
は以下文献を参照のこと：Erik Volz, et al. medRxiv 2020.12.30.20249034; doi: https://doi.org/10.1101/2020.12.30.20249034
（※８月10日時点で１社分未報告であり、１社は先週のデータで集計している。）

L452R変異ウイルスによる感染・伝播性の増加：8月10日時点推定値

令和3年8月11日新型コロナウイルス感染症対策
アドバイザリーボード資料抜粋
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